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「第9回足尾さくら植樹会」（2018年3月）、
「第4回古河の森植樹会」（2018年4月）を開催

当社グループ独自の緑化活動として、足尾地区の社有地に

桜の苗木1,000本植樹を目指す「足尾さくら植樹会」を結成し、

2009年3月に第1回の植樹会を開催しました。以降、毎年開

催しており、9 回目の植樹会を2018年3月に開催し、当社グ

ループの従業員とその家族を含む70名が参加しました。今回

は60本のソメイヨシノを植樹し、これまでに植樹した桜は合

計480本に達しました。

また、2018年4月には古河機械金属㈱社有地内（栃木県日

光市足尾町松木地区）で、4回目となる「古河の森植樹会」が開

催され、栃木古河会の会員24社75名が参加し、40本の大山

桜を植樹しました。

栃木古河会は栃木県内の古

河グループ各社の相互発展を

図るために 1966 年に設立さ

れ、設立 50 周年となる 2016

年に記念事業として当植樹会

が発足しました。今後も活動を

継続していきます。

旧久根鉱山跡地におけるホタル再生活動
ホタルは、環境の状況を反映する生物であり、良好な水環

境を表す象徴であるといえます。そのようなホタルが持続的

に生息できる環境を再生し、次世代に残したいとの思いから、

当社環境保安管理部では、旧久根鉱山跡地（静岡県浜松市天竜

区）で、ゲンジボタルの再生活動に取り組んでいます。

当社足尾事業所では、足尾の豊かな自然を活用するた

めに、数年前から日光市足尾町の社有地内において、養

蜂業者と協力し、ハチミツの採取活動を行っています。

まだ、採取量はそれほど多

くはありませんが、地元の

｢国民宿舎かじか荘｣ で料理

に用いてもらうとともにお

土産として販売し、好評を

得ています。

■ 休廃止鉱山管理

金属鉱業などの鉱山では、閉山後も重金属などを含む酸性

の坑廃水が永続的に流出し、そのままの状態で河川に流れる

と下流の公共水域における人の健康や農水産物などに被害が

生じてしまいます。これを防止するために、休廃止鉱山におい

て発生する重金属などを含んだ坑廃水を処理することが必要

です。

当社グループでは休廃止鉱山管理の基本方針として「安全

操業の継続」を掲げており、坑廃水処理施設の安全確保、集積

場・坑内の安全管理、休廃止鉱山管理における技術の継承など

の課題に取り組んでいます。

足尾銅山は閉山から40 年以上が経過しましたが、現在も重

金属類を含む坑廃水が流出するため、当社足尾事業所では坑

廃水処理施設である中才浄水場において処理しています。坑

廃水の水量は大雨や台風など自然の影響を強く受けるため、

常に安全を確保するために24 時間体制で操業を行い、環境事

故防止に努めています。

【第9回足尾さくら植樹会】

足尾産ハチミツの採取活動

TOPICS

【足尾事業所 中才浄水場】

生物多様性行動指針については、こちら 

▲ ▲ ▲  

http://www.furukawakk.co.jp/csr/environment/houshin.html#03

【第2回（2010年3月）に
植えた桜】
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★★★目標達成、★★やや未達成、★目標未達成

従業員との関わり
多様な人材を活用し、働き方の多様化を推進することにより、一人ひとりが能力を最大限に
発揮してあらたな価値を創造することができ得る、働き甲斐のある職場環境を実現する

２０２５年の
 あるべき姿

2017 年 度 の 目 標 ＆ 評 価 達成状況

人材育成
・経営人材育成制度に基づく社員研修の実施 ★★★
 ワーク・ライフ・バランスの推進
・幅広い勤務体系の導入検討および試行　 ★★
ダイバーシティの推進
・女子学生限定セミナーの開催
・外国人留学生限定セミナーの開催

★★★
★

2018 年 度 の 目 標
 人材育成
・職種別人材育成の推進
 ワーク・ライフ・バランスの推進
・テレワークの試行
・フレックスタイム制の適用拡大　
 ダイバーシティの推進
・女性総合職および外国籍社員の積極採用
・障がい者雇用の強化　

グループガバナンス体制の強化

コンプライアンスの強化

お客さまとの関わり

環境への取り組み

従業員との関わり

取引先との関わり

株主・投資家との関わり

地域社会との関わり

■ 古河機械金属グループの働き方改革

従業員一人ひとりが成長することで労働生産性と創造性を

向上させるため、また、時間外労働の削減や年次有給休暇取得

率の増加を図り、多様な人材が健康で働き甲斐のある環境を

実現させるため、当社グループでは働き方改革に取り組んで

います。

■働き方改革の3つの領域と検討項目

労働環境の整備
自動化・システム化、レイアウトの見直し、
人員配置の見直し、会議時間の短縮、
効率的な会議運営

制度・勤務形態の
見直し

フレックスタイム制適用部署の拡大、
テレワーク、裁量労働制等の導入、
ノー残業デーの活用

意識改革 業務効率向上の意識付け

■働き方改革における数値目標

2017年度実績 2019年度目標

所定労働時間(a) 1,891時間 1,891時間

時間外労働時間※1(b) 322時間 186時間

年次有給休暇取得時間※2(c) 70時間 78時間

総実労働時間(a)+(b)-(c) 2,143時間 1,999時間

※1　26.85時間／月⇒15.50時間／月　　※2　9.0日／年⇒10日／年

■ ワーク・ライフ・バランスの実現に
向けた取り組み 

働きやすい職場環境づくり
時間外労働の削減や年次有給休暇取得率の向上を通じて、

従業員の健康とワーク・ライフ・バランスの実現に向けた活動

を行っています。

■ ダイバーシティの推進

女性従業員の活躍支援
積極的な女性採用と活用に力を入れる当社では、2016 年

4 月 1 日付で女性活躍推進行動計画を策定し、女性の活躍を

支援するための諸制度を拡充しています。

■女性活躍推進行動計画（計画期間：2016年4月１日～2021年3月31日）

目標1 学卒新卒採用に占める女性割合　20％以上

目標2 女性管理職数　10名以上

目標3 ジョブリターン制度（退職者の再雇用制度）の創設

目標4 年次有給休暇取得促進　1人当たり平均年間12日

目標5 男性従業員の育児休業取得促進　年間10人以上

■2017年度の活動内容

・時間外労働の事前申請・事前承認など、労働時間管理の厳格運用

・年次有給休暇の取得奨励日の設定

・フレックスタイム制適用対象部署の拡大試行

・テレワークの導入計画検討

■超過労働時間（月平均）の状況

■年次有給休暇取得状況
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当社グループ有給休暇取得率
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※厚生労働省「就労条件総合調査」より
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執行役員　人事総務部長　髙野 厚

あらたな価値を創造しやすい職場環境を実現し、
従業員の成長をサポートする

私たちは、2025年ビジョンを達成するための方針のひとつとして「人材基盤の拡充・強化」を掲げ、

「人材育成」「ワーク・ライフ・バランスの推進」「ダイバーシティの推進」に重点的に取り組んでいま

す。将来にわたり社会に必要とされる企業であり続けるためには、時代の変化に合わせて、またその一

歩先を目指し、従業員自身がスピーディーに変化し成長を遂げていかなければなりません。多様化す

る個性、価値観、生活環境を受けとめるあらたな仕組みを柔軟に取り入れ、また、優れた創造性を発揮

しやすい職場環境を実現させることで、従業員の成長をサポートしてまいります。

関連する
主なSDGs

育児を行う従業員への支援
2015年4月以降、育児休業の一部を有給休暇に変更し、育

児を行う従業員へのサポートを充実化させています。また、男

性の育児参加の機会が増加するきっかけとなるよう、男性従

業員が育児休業を取得するよう推奨しています。

2017年度　育児休業取得率　　87.8％

男性　取得者数 35名　取得率   85.4％　平均取得日数   13.9日

女性　取得者数    8名　取得率 100.0％　平均取得日数 421.5日

障がい者雇用
　さまざまな職場・職種において障がい者を雇用し、障がい者

の自立と社会参加の促進に努めています。

■障がい者雇用率の推移（古河機械金属㈱）

2016年に第一子を出産し、約1年の育児休業を取得

しました。現在は、1日の所定労働時間を2時間短縮す

る育児短時間勤務制度を利用しています。職場復帰前は

さまざまな不安がありましたが、仕事内容を調整してい

ただくなどの上司や同僚のサポートや、家族の協力のお

かげで仕事と育児の両立ができています。

また、育児短時間勤務制度にフレックスタイム制度を

組み合わせていますので、保育園の行事への参加や急な

子どもの通院に対応ができ、とても助かっています。

これからも周囲への感謝を忘れず、当社の従業員とし

て、そして母として、成長できるよう努力していきたい

と思います。

VOICEー仕事と育児を両立する従業員の声ー 

外国籍従業員の雇用
積極的な海外展開を進める当社グループでは、国籍にとら

われない採用活動を行っています。外国籍の従業員とは、お互

いのアイデンティティーを尊重しつつ、国籍を超えたパート

ナーシップを深めています。

（外国人従業員数585名（2018年3月31日現在））

古河機械金属㈱は、次世代育成支援対策推進法に基づ

き「一般事業主行動計画」を策定し、仕事と育児の両立支

援に取り組んでいます。2016年度には、2015年度か

らの5か年を計画期間とする行動計画を3年前倒しによ

り達成したほか、従業員の育児休業取得状況、法定時間

外労働の状況、関係法令の遵守状況

などについて法定基準を満たしたこ

とにより、厚生労働省から2017年

度「子育てサポート企業」として認定

（くるみん認定）されました。

TOPICS くるみん認定

1.0
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4.0
（%）

2016 2017（年度）

2.0

20152013 2014

2.19 3.352.33

2.0

法定雇用率※障がい者雇用率

2.55

2.0 2.0

3.49

2.0

経理部　経理第一課　渡壁 利香

※2018年4月1日以降は2.2％

【責任者メッセージ】ー 2017年度の総括ー
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定年退職後の高年齢者雇用
60歳定年を迎える従業員が継続して就業を希望する場合、

継続雇用規程に基づき再雇用を行っています。定年後に再雇用

となった従業員は、永年にわたって習得した技術を後輩に伝承

するとともに、中堅・若手従業員の育成などで活躍しています。

なお、継続雇用により60歳定年後に活躍している従業員は、

2018年3月31日現在107名となっています。

■ 人権の尊重 

ハラスメントおよび差別の禁止
古河機械金属グループの「企業行動憲章」では、「個人の多様

な価値観を認め、人権侵害や差別がなく、また公正な評価が受

けられる働き甲斐のある企業風土づくりに努める」と規定し、

あらゆるハラスメントや差別を禁止しています。また、ハラス

メントや差別行為には、社内規程に基づき毅然とした対応を

とることとしています。

人権研修
基本的人権を尊重し、差別的言動を行わないことを従業員

の行動基準とする当社グループでは、新入社員全員が入社時

の人権研修を受講し、また、管理職は職場におけるハラスメン

トに関する社内研修に参加するなど、働きやすい職場環境の創

出や人権侵害につながる具体的な事例について学んでいます。

■ 人材育成 

当社グループでは、「企業の限りない発展を支えるのは『人』

である」を基本方針とし、何事にも積極的に挑戦する人材を雇

用するとともに、個人の多様な価値観を認め、人権侵害や差別

がなく、また、公正な評価が受けられる働き甲斐のある企業風

土づくりに努めています。

人材開発
プロフェッショナル人材の開発と、能力を発揮できる職場環

境づくりを通じて、グループ事業体制の最適化、そして企業価

値の最大化を目指しています。

●階層別研修 
階層別研修は豊富な研修プログラムを用意し、それぞれに必要

な基礎知識の体得に加え、社会環境変化への対応力を養成してい

ます。なお新入社員研修では、足尾銅山の歴史、公害対策、現在の

保安管理状況および緑化対策に関する研修を取り入れています。

●専門・職能別研修 
従業員の専門分野や職能資格に応じた研修を実施し、各分

野に関する幅広い知識や専門スキルの習得を図ります。また、

社外で実施される専門知識講座への参加、公的資格の取得も

積極的に奨励するとともに、外部教育研究機関や学会への派

遣をバックアップして、先端技術や社会環境の動向に造詣が

深い人材の育成を目指しています。

人事考課制度
職務遂行能力により従業員一人ひとりに職能資格等級を設

定しています。この職能資格等級を基礎とした人事考課制度

に基づき、勤務成績や意欲、能力などを考課することによっ

て、従業員の指導・育成や能力開発、適正配置に努めるととも

に、賃金、賞与、退職金や職能資格等級の昇格の公平・適正化

を図り、意欲のある従業員が安心して活躍できる環境を整え

ています。

部下育成のためのコミュニケーション
上司と部下との日常的なコミュニケーションに加え、年2回、

直属の上司と部下との面接を行っています。面接では、仕事内

容、業績、反省点および人事考課の評定結果をフィードバック

するとともに、自己申告の内容を確認したうえで助言を与え、

設定した目標の確認と共有化を図っています。同時に自己分

析に対する上司としての評価も与えます。従業員が上司から

明確な評価を受けることで一定期間ごとに自己を見つめ直す

ことが、自己啓発へのモチベーションにつながっています。

製造部門のリーダーを対象とした現場監理者研修（セ

カンドステージ）を受講しました。今回の研修では、当社

グループの2025年ビジョンを確認した後、市場に求め

られる企業の条件、各部門の課題およびリーダーとして

の具体的な行動を学ぶとともに、現状に満足せず、課題

に対する興味・関心を持ち続け、計画を実践することが

いかに重要であるかを再認識しました。研修の中では、

プレゼンテーションを何度も訓練しましたので、チーム

内のコミュニケーションを活性化させるとともに、目標

達成に向け、チーム全体の意識を統一することに活用し

たいと考えています。

VOICE ー研修受講者の声ー

古河ロックドリル㈱　高崎吉井工場   
製造部　製造一課製造係　作業長  藤田 真一郎
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■ 従業員の健康管理 

当社グループは、定期健康診断や特定有害業務従事者に対

する特殊健康診断などを通じて従業員の健康状態を管理する

とともに、健康診断の結果に基づく健康指導を実施し、従業員

の健康づくりを支援しています。また、「健康増進法」の趣旨に

基づき社内の分煙化を図り、受動喫煙の防止に努めています。

2017年度には、古河健康保険組合との連携を強化し、健康

診断データの活用と各種施策の企画・検討を開始しました。な

お、2018年度以降、従業員の喫煙率の低下、運動習慣率の向

上に取り組む予定となっています。

メンタルヘルスケアについては、「古河機械金属グループ 心

の健康づくり計画」において心の健康を保持しながら安全で働

きやすい企業を実現するための具体的な目標を定め、予防策を

講じるとともに、不調者に対しては産業医、人事・労務担当者

および上司が協力し、外部の専門機関および専門医と連携しな

がら職場復職支援を行っています。

■当社グループ従業員の喫煙率と運動習慣率

調査対象：40歳以上の従業員

喫煙率 34.6％（対前年1.8％減） 運動習慣率※ 25.0％（対前年1.5％増）

※ 1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を、週 2 回以上、1 年以上実施している
　従業員の割合。

■ 労働安全衛生 

労働災害防止活動
当社グループでは、各工場・各所で安全衛生委員会、安全パト

ロールを定期的に実施するとともに、従業員への教育・訓練を計

画的に実施するなど、労働災害防止に向けて活動しています。教

育に関しては、安全衛生担当者に対する「能力向上教育」の定期

的な実施、新入社員や職場を異動した従業員の危険感受性を高

めるため、工場内に設置した設備を使った危険体感教育を取り入

れるなど、ゼロ災に向けて従業員への指導の強化を図っています。

（度数率） （強度率）

2016 2017（年度）20152013
休業件数

注1：「度数率」：100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数の割合
注2：「強度率」：1,000延実労働時間当たりの労働損失日数の割合
注3：休業4日以上の労働災害を対象

2014
3件 4件5件8件 5件
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■当社グループの度数率および強度率

2017年度は、労働災害の発生頻度が前年度に比べ若干増加

しましたが、労働災害の重篤度は大幅に減少しました。現地担

当者と発生に至る根本原因などを追究し、再発防止に努めて

いきます。

安全対策・教育
古河電子㈱いわき工場では、原材料に毒物、劇物、危険物、有

機溶剤などの物質を使用しています。職場によって使用する

物質は異なりますが、それぞれの危険性、有害性に応じた保護

具の着用が必須であるため、同工場では雇い入れ時の安全教

育のひとつとして、保護具の取り扱い教育を行っています。

防じん・防毒マスクは、密着性の確保が求められるため、着

用訓練を行うとともに、

フィルターや吸収缶の交

換時期やマスク使用後の

洗浄・保管方法について

も教育しています。

作業環境測定
当社グループの各工場・各所において、作業環境中の種々の

有害要因を取り除き良好な作業環境を確保するため、作業環境

測定を実施し、その測定結果に基づいて設備改善などの措置を

講じています。また、法令で定められている作業環境測定を行

うべき作業場以外の職場

でも自主管理基準値を設

け、測定・評価・改善を継

続的に実施することによ

り、快適な職場環境の形

成に努めています。

自衛消防隊員の技能向上
古河ケミカルズ㈱大阪工場では、自衛消防隊員の技能向上

を目的として、毎年、西淀川自衛消防協議会が主催する西淀川

自衛消防錬成会に参加しています。

また、同工場では定期的に消防署と合同で消火訓練を実施

しています。消防署員による指導のもと、消火訓練や人命救

助訓練などを実施し、災

害発生時の迅速な対応

に備えるとともに従業

員の防災意識向上に努

めています。

【雇い入れ時の安全教育】

古河機械金属グループ労働安全衛生基本理念・労働安全衛生方針については、こちら 

▲ ▲ ▲  

http://www.furukawakk.co.jp/pdf/CSR/csr_15.pdf
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★★★目標達成、★★やや未達成、★目標未達成

取引先との関わり
顧客に信頼される製品を持続的に生産、販売するために
CSR調達を基盤としたQCDの追求

２０２５年の
 あるべき姿

2017 年 度 の 目 標 ＆ 評 価 達成状況

 主要取引先のCSRアンケート調査の精度向上 ★★★
 取引先へのCSR活動の指導方法検討 ★★★
 CSR調査対象取引先を他事業会社の
 主要取引先へ展開 ★★
 主要取引先の管理（QCD※1 ＋CSR）強化の検討 ★★
 全社的なCSR調達推進活動の継続 ★★★

2018 年 度 の 目 標
 主要取引先のCSR調査のさらなる精度向上
 取引先へのCSR活動に関する面談などの実施

 CSR調査対象取引先を他グループ会社の
 主要取引先へ展開
 主要取引先の管理（QCD＋CSR）強化の
 具体策策定
 全社的なCSR調達推進活動の継続

グループガバナンス体制の強化

コンプライアンスの強化

お客さまとの関わり

環境への取り組み

従業員との関わり

取引先との関わり

株主・投資家との関わり

地域社会との関わり

※1 QCD : Quality（品質）、Cost（コスト）、Delivery（納期）

■ 基本的な考え方

古河機械金属グループは、「古河機械金属グループ調達基本

方針」に基づき、公正かつ公平の原則と総合的な経済合理性、

法令遵守と機密保持の精神に則り、取引先との情報交換など

のコミュニケーションを通じて、共存共栄・互恵的な信頼関係

の維持、構築を目指すとともに、取引先の協力のもと、CSRに

配慮をした調達活動を推進します。

また、海外鉱山からの銅鉱石の調達については、環境への影

響や労働問題などに配慮した調達に努めています。

■ サプライチェーンを含めたCSR推進

当社グループ調達部門は、2025 年のあるべき姿として、

「顧客に信頼される製品を持続的に生産、販売するために

CSR 調達を基盤とした QCD の追求」を目標としています。

この取り組みは、当社グループのみならず、サプライチェーン

全体での協力関係が不可欠です。2017年度はCSR推進ガイド

ラインを一層ご理解いただくために、主に人権、環境などに

ついての追加アンケートを実施しました。また、より広くCSR

活動をご理解いただくために、素材系のグループ会社の主要

取引先に対してもアンケートを実施しました。

今後は、必要に応じて、個別ヒアリングなどを実施し、サプラ

イチェーン全体でCSR 活動の強化をより推進していきます。

追加アンケート調査の分析・結果
当社グループが特に重点課題と位置付けている「人権・労

働」、「法令・企業倫理の遵守」、「安全衛生」、「環境保全」の4つ

の課題に関して、①過去における違反（該当）の有無と現在の

継続的調査状況および②CSR活動に対する意識調査について

の調査を行いました。①に関しては、一部取引先にて、過去事

例が見受けられましたが、現在においては、定期的な調査が行

われており、問題なしと判断しました。②に関しては、一部取

引先で確認の必要性が見受けられたため、個別ヒアリング等

により確認を行う予定にしています。

CSR調査対象取引先の拡大
サプライチェーン全体でのCSR活動をさらに推進すべく、

今期は素材系事業会社の主要取引先を対象として、当社グ

ループガイドラインの説明、アンケート（追加アンケートを含

む）を実施しました。引き続き、調査対象を拡大していく予定

です。

主要取引先との関係強化：取引先評価制度の充実
当社グループでは、取引先は相互発展を目指す大切なパー

トナーと考えています。パートナーシップをより強固なもの

にしていくために、CSRの取り組みを通してより相互理解を

深め、信頼関係を醸成していきたいと考えています。

■ CSR調達勉強会の実施

2017年度は、CSRに関する最新動向に関して、資材部員お

よび工場の調達部員を対象として勉強会を実施しました。

実施日 対象事業所 対象部員 対象者
2018年
2月8日

古河機械金属㈱本社、
機械系中核事業会社

部長、課長、
調達関係者 10名

2018年
3月14日

古河機械金属㈱本社
資材部 資材部員 9名
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【責任者メッセージ】ー 2017年度の総括ー

古河機械金属グループ調達基本方針については、こちら 

▲ ▲ ▲  

http://www.furukawakk.co.jp/corporate/shizai.html
CSR推進ガイドラインについては、こちら 

▲ ▲ ▲  

http://www.furukawakk.co.jp/pdf/151001.pdf

関連する
主なSDGs

■ 取引先への技術指導 

当社グループ製品の信頼性を保ち続けるためには、社内は

もちろん、調達品レベルの信頼性も保たなければなりません。

そのためには、パートナーである取引先の製品の品質のみな

らず、人権、環境、安全など、さまざまな面での調査、指導、管

理を行うことが重要です。古河機械金属㈱資材部では、機械系

中核事業会社と協力し、必要に応じて取引先への指導、提案な

どを行っています。

2017年度の活動の一例として、製缶部品加工の協力会社を

訪問し、加工工程ごとの部材管理や品質検査体制、環境および

安全対策などの確認・指導を行いました。

■ 資材戦略会議 

当社資材部では、機械系中核事業会社（古河産機システムズ㈱、

古河ロックドリル㈱、古河ユニック㈱）の資材部門責任者で構

成する「資材部戦略会議」を年2回、開催しています。

「古河機械金属グループ調達基本方針」に基づいた調達活動推

進のため、この会議では、年度目標に対するグループ各社の進捗

確認、問題点の洗い出し、対策などについての協議を行っています。

【国内協力会社への技術指導】 【海外協力会社への技術指導】

【ジブラルタル鉱山（カナダ）】

2017年度は、①2025年に向けての調達部門のビジョン

および中期計画の再確認、②2017年度コストダウン結果と

2018年度の中期計画に基づくコストダウン戦略、③CSR追

加アンケート結果の検証、フォローアップ方法についての検

討を行いました。

また、資材戦略会議の方針に則った取り組みをより具体的

に検討する場として、月に１回、各グループ会社と個別定例会

議を実施し、よりきめの細かい活動を行っています。

■ 銅精鉱調達での取り組み 

古河メタルリソース㈱では、同社の主要製品である銅地金お

よび副産品の金、銀地金の原料として銅精鉱をチリ、ペルー、カ

ナダ、米国、豪州、インドネシア、パプアニューギニアなどの鉱山

から調達しています。同社は、調達先である鉱山での環境保全、

人権、雇用労働問題などの実態を把握し、持続可能な開発や適切

な鉱山運営がなされているかについて留意することで、地球的

規模の環境への影響の軽減に貢献しています。また紛争鉱物に

関する取り組みとして、人権侵害および武装勢力の資金源とな

り紛争の助長につながる危険性のある地域から産出される鉱物

については調達をしない方針です。

サプライチェーンを含めたCSR活動の推進
2017年度は、2016年度に実施したCSR推進アンケートのフォローアップとして、追加アンケート

を実施し、結果分析を行いました。

また、当社グループのCSR推進ガイドラインを、より多くの取引先にご理解いただくために、調査

対象事業所を素材系のグループ会社にも展開しました。これらの調査結果を基に取引先へのさらなる

フォローアップに努め、パートナーシップを深めていきます。

今後とも、CSR調達の強化を通して、サプライチェーン全体で社会的責任を果たしてまいります。

資材部長　池田 直樹
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地域社会との関わり

グループガバナンス体制の強化

コンプライアンスの強化

お客さまとの関わり

環境への取り組み

従業員との関わり

取引先との関わり

株主・投資家との関わり

地域社会との関わり

■ 足尾小学校の社会科見学会を実施

足尾さく岩機㈱では、定期的に地元の足尾小学校の生徒を

対象に社会科見学会を実施しています。2018年6月5日に足

尾小学校の3年生3名と同校社会科担当の先生を招き、同社が

製造する空圧小型さく岩機、小型油圧ブレーカなどの製造ラ

インを見学してもらいました。同社のさく岩機類は関越トン

ネル、青函トンネル工事で活躍し、現在はリニア新幹線のトン

ネル工事で稼働しています。

見学では実際にさく岩機を動かしてみるなどの体験をして

もらいました。生徒からは、自分たちが住んでいる足尾の地か

ら世界で活躍するさく岩機が作られていることがわかって感

激した、家族の人にも今日学んだことを伝えたいなど多くの

意見が出されました。同社では、今後も継続して見学会を開催

し、地元の人たちとのコミュニケーションを図っていきます。

■ 足尾まつり

足尾銅山最盛期の伝統を受け継ぐ足尾地区最大の祭りであ

る「足尾まつり」が2018年5月3日に行われました。当日は子

どもたちを含め、多くの住民とその関係者が参加しました。

この祭りは、足尾銅山の山神社である本山鉱山神社が建設

された1889年（明治22年）から山神祭として始まり、足尾銅

山の活気を反映して実に盛大なものでした。山神祭では足尾

鉱業所が主催する芝居、演芸、映画などが銅山内の広場で開か

れる一方、銅山の各職場ではみこし、獅子舞、仮装行列などが

お祭り気分を盛り立てました。その後、1973年（昭和48年）

の銅山閉山で山神祭も一時中断しましたが、多くの町民の願い

により、山神祭に代わる「足尾まつり」として1977（昭和52）

年に復活しました。

かつて山神祭を主催した古河機械金属㈱足尾事業所では、

現在も祭りに協賛し、支援をしています。

■ 産業遺産見学会 

当社足尾事業所では栃木県日光市が推進する足尾銅山世界

遺産登録活動に協力するため、2017年11月に産業遺産見学

会を開催し、足尾銅山から採掘された鉱石を選り分けて、製錬

所へ送る役割を担っていた通洞選鉱所とかつて迎賓館として使

用していた古河掛水倶楽部を特別公開しました。

当日は県内外から一般公募の方やマスコミ関係者が参加し、

同事業所従業員の案内

により、操業当時、最新

鋭の設備が配備され、

金属鉱山の選鉱所のモ

デルとして国内外で高

く評価された施設の内

部を見学しました。

■ 大沼山林内の栃の巨木 

愛知県北設楽郡豊根村の大沼山林（当社社有地内）には、

当社が永年大切に保護してきた栃の巨木（根回り：15.3ｍ、

胸高直径：7.48ｍ、目通り：7.45ｍ、

樹高：32.5ｍ、枝幅：46ｍ、推定

樹齢：数百年）があります。

この木は山の守り神が宿る神聖な

木として地元で崇拝され、国内有数

の巨木として、周囲の杉の木を圧倒

する迫力で存在感を示しています。

また、2008 年4月に愛知県豊根

村の天然記念物に指定され、地域

の中で親しまれています。

関連する
主なSDGs
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株主・投資家との関わり

グループガバナンス体制の強化

コンプライアンスの強化

お客さまとの関わり

環境への取り組み

従業員との関わり

取引先との関わり

株主・投資家との関わり

地域社会との関わり

■ 基本的な考え方

古河機械金属グループのIR活動の目的は、株主・投資家の皆さまとの信頼関係を構築し、事業内容の理解促進と、証券市場から企業

価値の適正な評価を得ることです。また、IR活動を通じて得た意見を経営層にフィードバックするなど、経営に活かしています。

■ 主なIR活動

機関投資家、アナリストとのコミュニケーション
機関投資家、アナリスト向けのIR活動として、①社長が直接

説明する「決算説明会」（年2回: 年度決算、第2四半期決算）、

②個別IRミーティング、③アニュアルレポートの送付・発信、

④見学会、⑤スモールミーティング、⑥ヒアリング調査などを

実施しています。

個人投資家とのコミュニケーション
個人投資家向けには、①ホームページの充実（個人投資家向

けページ、経営方針、IR資料室などの各種ページ、ブランディ

ングサイトや「5分でわかる! 古河機械金属」などのスペシャル

コンテンツ）、②株主の皆さまに送る招集通知および報告書（年

2回）の発送、③電話問い合わせ対応などを通じコミュニケー

ションを図っています。

詳しくはhttp://www.furukawakk.co.jp/ir/individual/ 

をご参照ください。

【アナリスト向け決算説明会】

トップページ
http://www.furukawakk.co.jp/

株主・投資家情報
http://www.furukawakk.co.jp/ir/

CSR 活動（CSR 報告書）
http://www.furukawakk.co.jp/csr/csr_activities/

■ インターネットによる情報提供
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企業情報

■ 会社概要 （2018年3月31日現在）

社　　名： 古河機械金属株式会社 FURUKAWA CO., LTD.

本社所在地： �〒100-8370 
東京都千代田区丸の内二丁目2番3号 

（丸の内仲通りビル）

代 表 者： 代表取締役社長　宮川尚久

創　　業： 1875年（明治8年）8月

設　　立： 1918年（大正7年）4月

事業内容： �機械事業（産業機械部門、ロックドリル部門、 
　　　　 ユニック部門） 
素材事業（金属部門、電子部門、化成品部門） 
不動産事業等（不動産部門 他）

資 本 金： 282億818万円

決 算 期： 3月31日

従 業 員： 2,690人（連結）

■ 事業領域

機
械
事
業

産業機械部門 古河産機システムズ㈱

ロックドリル 
部門 古河ロックドリル㈱

ユニック部門 古河ユニック㈱

素
材
事
業

金属部門 古河メタルリソース㈱

電子部門 古河電子㈱

化成品部門 古河ケミカルズ㈱

不
動
産
事
業
等

不動産部門他 古河機械金属㈱

売上高

1,676億円
（2017年度）

9.5%

18.0%

16.3%46.1%

3.8%
3.8% 0.5%2.0%

産業機械部門

ロックドリル部門

ユニック部門

金属部門

電子部門

化成品部門

不動産部門

その他部門

■ 部門別売上高比率

■ 株式の状況 （2018年3月31日現在）

●株式 ●大株主（上位10位）

●所有者別株式構成

個人・その他
22.45% 

金融機関
35.15%

証券会社
1.53%

 
外国法人等
15.40%

その他国内法人
25.47%

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

発行可能株式総数 80,000,000株

発行済株式の総数 40,445,568株

株主総数 20,284名

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,217  7.96

朝日生命保険相互会社 2,373 5.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,779 4.40

清和綜合建物株式会社 1,503 3.72

横浜ゴム株式会社 1,341 3.31

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,075 2.66

富士通株式会社 961 2.38

古河電気工業株式会社 877 2.17

富士電機株式会社 862 2.13

中央不動産株式会社 687 1.70
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■ 財務データ

■ 部門別売上高・営業利益
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